
令和７年度串間市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度串間市水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 給水戸数 ７，７３３戸 

（２） 年間総給水量 １，５８７，０００㎥ 

（３） 一日平均給水量 ４，３４８㎥ 

（４） 主要な建設改良事業  

  都井地区配水池耐震化事業 １０７，７１７千円 

  単独事業（配水管布設替等） １５２，４１８千円 

 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収      入 

第１款 水道事業収益  ５５８，１０６千円 

 第１項 営業収益  ４０５，８６１千円 

 第２項 営業外収益  １５２，２４５千円 

   

支      出 

第１款 水道事業費用  ５１８，１６９千円 

 第１項 営業費用  ４９０，１６０千円 

 第２項 営業外費用  ２４，４２９千円 

第３項 特別損失  ５８０千円 

第４項 予備費  ３，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額２４８，０９７千円は、当年度分消費税及び地方消費税

資本的収支調整額２２，１６３千円、過年度分損益勘定留保資金２２５，９３４千

円で補填するものとする。）。 

 

収      入 

第１款 資本的収入  １７１，１８５千円 

 第１項 企業債  ８３，３００千円 

 第２項 国庫補助金  ３２，４６０千円 

 第３項 他会計補助金  ２５，１３１千円 

 第４項 他会計負担金  ３５０千円 

 第５項 他会計出資金  ２９，４４４千円 



   

支      出 

第１款 資本的支出  ４１９，２８２千円 

 第１項 建設改良費  ３０２，０３８千円 

 第２項 企業債償還金  １１３，３８４千円 

 第３項 貸付金及び出資金  １，８６０千円 

第４項 予備費  ２，０００千円 

 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 千円  ％  

都井地区配水

池耐震化事業 
83,300 

証書借入 

又は 

証券発行 

5.0 

以内 

40年以内（据置期間を含

む。）において、元利均

等又は元金均等に償還

する。ただし、企業財政

の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し、

もしくは繰上償還又は

低利に借換えをするこ

とができる。 

その他、融資先の条件に

よる。 

 

 



（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

(１) 営業費用と営業外費用        ２，０００千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

(１) 職員給与費            ４１，１５１千円 

 

（他会計からの補助金） 

第８条 旧市営簡易水道にかかる経費を補填するため一般会計からこの会計へ補助

を受ける金額は１２８，１６５千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、６，２８６千円と定める。 

 

 



 

令和６年度 串間市水道事業会計の決算概要 

 

１．概  況 

（１）総括事項 

イ 業務状況 

本年度末における給水人口は、行政区域内人口 15,810 人に対し、14,663 人と

なり前年度より 391人減少し、給水戸数は 7,811戸で前年度より 22戸減少しまし

た。年間総配水量は 2,006,927㎥で前年度より 17,130㎥（0.85％）減少し、年間

総有収水量は 1,626,577㎥となり、前年度より 44,755㎥（2.68％）減少しました。

有収率は 81.05％となり前年度より 1.52ポイント下回る結果となりました。 

 

ロ 財政状況 

  収益的収支については、収入額は 509,091,515円（消費税抜き）と前年度より

52,404,027 円（11.47％）増加し、支出額は 444,798,504 円（消費税抜き）と前

年度より 1,164,006円（0.26％）増加しました。収益的収入が増加した主な要因

は、統合簡易水道に係る経費に伴う補助金が増加したことによるものです。収益

的支出が増加した主な要因は、動力費等が増加したことによるものです。この結

果、本年度の損益収支は 64,293,011円の純利益となりました。 

 資本的収支については、収入額が都井地区配水池耐震化事業に伴う国庫補助金

5,777,000 円、企業債 17,200,000 円、統合簡易水道に対する他会計補助金

27,864,000 円、他会計出資金 13,703,000 円、消火栓設置等に伴う他会計負担金

4,828,000円で収入総額 69,372,000円に対し、支出額が都井地区配水池耐震化事

業に伴う測量設計委託料 23,100,000 円、単独事業の配水管布設替工事等

166,137,866 円、企業債償還金 126,479,865 円で支出総額 315,717,731 円となっ

ております。 

 この結果、資本的収支において資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

246,345,731円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 13,925,991

円、過年度分損益勘定留保資金 232,419,740円で補填しました。 

 

 

ハ 建設改良事業 

桂原地区配水管布設替工事等 22件の工事を実施し、本年度実施した水道管の工

事延長は 3,563.40ｍとなりました。 

 

決算の概要は以上のとおりですが、今後とも経費の節減を図りながら経営安定の

向上に努め、「安全で、安心な水道水を、安定して供給する」ため、老朽施設等の

更新整備に積極的に取り組んでまいります。 



資 産 の 部 金額（千円） 負債資本の部 金額（千円）

１ 土地 106,427 １
建設改良等の財源に充てるための
企業債（固定負債） 1,108,976

２ 建物 247,918 ２ 退職給付引当金 0

３ 構築物 4,201,463 ３ 修繕引当金 1,895

４ 機械及び装置 620,714 ４ 特別修繕引当金 57,923

５ 車両運搬具 1,291 ５
建設改良等の財源に充てるための
企業債（流動負債） 113,383

６ 工具器具及び備品 2,626 ６ 未払金 21,897

７ リース資産 0 ７ 賞与引当金 1,687

８ 建設仮勘定 32,228 ８ 法定福利費引当金 353

９ 電話加入権 14 ９ 預り金 1,576

10 ソフトウェア 0 10 繰延収益 928,270

11 出資金 172 11 固有資本金 425,262

12 その他の投資 19 12 繰入資本金 1,734,207

13 現金・預金 573,617 13 組入資本金 1,187,726

14 未収金 31,314 14 国庫補助金 12,123

15 貸倒引当金（△） △ 223 15 工事負担金 0

16 未収消費税 458 16 受贈財産評価額 33

17 貯蔵品 4,294 17 前年度繰越利益剰余金（△は欠損金） 162,728

18 前払金 0 18 その他未処分利益剰余金変動額

19 当年度純利益（△は損失） 64,293

5,822,332 5,822,332

金額（千円） 金額（千円）

１ 原水及び浄水費 49,001 １ 給水収益 337,504

２ 配水及び給水費 38,963 ２ その他の営業収益 7,082

３ 総係費 95,222 ３ 受取利息及び配当金 2,593

４ 減価償却費 229,322 ４ 他会計補助金 80,524

５ 資産減耗費 12,191 ５ 長期前受金戻入 48,422

６ 支払利息及び企業債取扱諸費 19,897 ６ 資本費繰入収益 27,864

７ 雑支出 191 ７ 給水加入金 1,575

８ 過年度損益修正損 12 ８ 雑収益 873

９ その他特別損失 0 ９ 他会計負担金 821

10 過年度損益修正益 0

当年度純利益 64,293 11 その他特別利益 1,834

509,092 509,092

費 用 の 部 収 益 の 部

合　　　　計 合　　　　計

貸借対照表（決算） 令和7年3月31日現在

合　　　　計 合　　　　計

損益計算書（決算） 令和7年3月31日現在


